私立学校等災害復旧支援事業費補助金交付要綱
（趣旨）

第１　東日本大震災により被災した私立学校及び私立専修学校（以下「私立学校等」という。）の施設の復旧を支援するため、私立学校等が災害復旧事業（国庫補助事業に限る。）又は認定こども園整備事業により施設の復旧を行う場合に要する経費について、私立学校等を設置する法人に対し、予算の範囲内において、私立学校等災害復旧支援事業費補助金（以下「災害復旧支援事業費補助金」という。）を交付するものとし、その交付等に関しては、岩手県補助金交付規則（昭和32年岩手県規則第71号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱により補助金を交付する。
（定義）
第２　この要綱において「私立学校」とは、学校教育法（昭和22年法律第26号。以下「法」という。）第１条に規定する幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校のうち学校法人の設置するものをいい、「私立専修学校」とは、法第124条に規定する私立の専修学校をいう。

（補助対象経費及び補助金の額）

第３　第１に規定する経費及びこれに対する補助額は、次表のとおりとする。

	補助対象経費
	補助額

	県内に私立学校を設置する法人が災害復旧事業により施設の復旧を行う場合に要する経費
	当該経費の１/６以内の額

	県内に私立専修学校を設置する法人が災害復旧事業により施設の復旧を行う場合に要する経費
	当該経費の１/４以内の額

	県内に私立幼稚園を設置する法人が認定こども園整備事業により施設の復旧を行う場合に要する経費
	当該経費の１/８以内の額


（災害復旧支援事業費補助金の減額等）

第４　知事は、災害復旧支援事業費補助金を申請した者が、補助金の申請書等に故意又は重大な過失により事実と異なる記載をしたとき、又は補助金の交付目的、交付決定内容若しくはこれに付した条件に違反したときは、第３の規定により算出した補助金額の全部又は一部を減額することがある。

（交付の申請）

第５　規則第４条の規定による補助金交付申請書の様式は、様式第１号によるものとし、知事に提出するものとする。

２　補助金交付申請書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。
(１)　（別紙１）事業計画書

(２)　その他知事が必要と認める書類

（交付の条件）

第６　災害復旧支援事業費補助金の交付の決定を受けた者が、当該補助事業の内容を変更しようとするときには、様式第２号により知事の承認を受けなければならない。ただし、補助金交付決定額の変更を伴わない軽微な変更にあってはこの限りではない。

（実績報告）
第７　規則第13条の規定による事業実績報告書の様式は、様式第３号によるものとし、事業完了後速やかに知事に提出するものとする。
２　補助事業実績報告書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。

(１)　（別紙２）事業実績内訳書

(２)　その他知事が必要と認める書類

（補助金の交付）

第８　知事は、第７に規定する事業実績報告書の提出を受けた後は、速やかに当該事業を審査又は確認し、交付すべき額の確定後に交付するものとする。

（決定の取消等）

第９　知事は、災害復旧支援事業費補助金の交付の決定を受けた者が第４の規定に該当するときは、交付決定の全部又は一部を取り消すことがある。

２　前項の規定は、補助事業について交付すべき災害復旧支援事業費補助金の額の確定があった後においても適用があるものとする。

（補助金の返還）

第10　知事は、災害復旧支援事業費補助金の交付を取り消した場合において、取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、規則第16条の規定により、その返還を命ずるものとする。

（財産処分の制限）

第11　この補助事業により取得した施設については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）」に定められている耐用年数に相当する期間内において、補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付けし、又は担保に供しようとする場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。

　　　附　則

　この要綱は平成24年３月２日から施行し、平成23年度事業から適用する。
